別紙１
補助金精算調書

（単位：千円）

	区　　分
	金　　額
	備　　考

	交付決定の内容
	1
	補 助 事 業 に 要 す る 経 費 ※１
	
	

	
	2
	補　　助　　金　　額　　　　 ※２
	
	

	補助金換算額
	3
	精　算　対　象　支　払　額　 ※３
	
	

	
	4
	精　算　補　助　金　額　　 　※４
	
	

	5
	消費税仕入控除税額
	
	

	6
	補 助 金 返 納 額 又は 不 用 額  ※５
6=(2-4)+5
	
	

	7
	補助金受入済額
	
	

	8
	差引受入未済額又は超過額

8=4-7
	
	


（記載上の注意）

※１．交付申請（または最終の変更承認申請）別紙１に記載した補助対象事業費の合計を記載すること。

※２．交付決定通知書（最終通知書）の交付決定額を記載すること。

※３．実績報告書別紙２に記載した補助対象事業費の合計を記載すること。

※４．実績報告書別紙２に記載した補助金申請額の合計を記載すること。

※５．交付決定額より小額での申請となる場合は、その差額を記載すること。

　　　建築工事費が減額となる場合は、実績報告前に相談のこと。

（その他注意事項）

※精算補助金額は他の補助金の受け入れ未済額とすること。

※実績報告書にて添付する他の様式と金額が整合していること。

※備考欄は未記入とすること。

別紙２
科目別決算内訳

(単位：千円)

	事　業　区　分
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金精算額

	サステナブル建築物等先導事業
	
	
	
	

	
	建築設計費
	（　　　　）


	（　　　　）


	１/２
	（　　　　）



	
	建設工事費
	（　　　　）


	（　　　　）


	１/２
	（　　　　）



	
	マネジメントシステム整備費
	（　　　　）


	（　　　　）


	１/２
	（　　　　）



	
	技術の検証費
	（　　　　）


	（　　　　）


	１/２
	（　　　　）



	
	小　計（A）
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	附帯事務費（A×2.2%以内）
	
	
	
	（　　　　）



	合計
	決算額合計
	
	
	
	

	
	交付決定額
	
	
	
	

	
	差額
	
	
	
	


　
（記載上の注意）　　１．交付申請額（または最終の変更承認申請額 ）を上段に（　）書で記載すること。　
別紙３
科目別決算内訳の明細

Ａ　建築設計費

(単位：千円)
	補助対象棟数
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金精算額

	（　棟）
棟
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）




(注)

１．交付申請額（または最終の変更承認申請額 ）を上段に（　）書で記載すること。

２．事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。
（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）ただし、交付申請時から変更がない場合にあっては不要。

Ｂ　建設工事費

(単位：千円)
	補助対象棟数
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金精算額

	(　棟)
棟
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）




(注)

１．交付申請額（または最終の変更承認申請額 ）を上段に（　）書で記載すること。

２．事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。
（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）ただし、交付申請時から変更がない場合にあっては不要。

Ｃ　マネジメントシステム整備費

 (単位：千円)
	区　分
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金精算額

	建設工事費（設備工事費を含む）(a)
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）



	直接経費　　

　 　 (b)
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）



	
	賃金等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	旅費
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	備品購入費等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	委託料等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	その他

	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	合　計

(a+b)
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）




 (注)

１．交付申請額（または最終の変更承認申請額 ）を上段に（　）書で記載すること。

２．建設工事費においては積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。
（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）ただし、交付申請時から変更がない場合にあっては不要。

３．直接経費については、別添資料を作成すること。
Ｄ　技術の検証費

(単位：千円)

	区　分
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金精算額

	建設工事費（設備工事費を含む）(a)
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）



	直接経費　　

　 　 (b)
	（　　　　）


	（　　　　）
	１／２
	（　　　　）

	
	賃金等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	旅費
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	備品購入費等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	委託料等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	その他

	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）

	合　計

(a+b)
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）




(注)

１．交付申請額（または最終の変更承認申請額 ）を上段に（　）書で記載すること。

２．建設工事費においては積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。

（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）ただし、交付申請時から変更がない場合にあっては不要。

３．直接経費については、別添資料を作成すること。
別紙３－別添資料（注１）

(単位：千円)

	科　目
	内　容
	金　額
	積　算　内　訳
	使　　途

	直接経費
	

	
	賃金等
	
	（　　）


	一覧表を添付すること（注４参照）

	
	旅費
	
	（　　）


	一覧表を添付すること（注５参照）

	
	備品購入費等
	
	（　　）


	
	

	
	委託料等
	
	（　　）


	
	

	
	その他
	
	（　　）


	
	

	
	小　計
	
	（　　）


	

	合　計
	
	（　　）


	


(注)

１．（　）内には、マネジメントシステム整備費、技術の検証費の別を記載すること。

２．積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出についての積算の内訳の概要を詳細に記載すること。

３．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。

４．賃金等については、「氏名」、「勤務日数」、「金額」、「目的」の分かる勤務時間管理簿の写し
及び雇用契約書・労働条件通知書の写し。

５．旅費については、「氏名」、「期間」、「金額」、「行先」、「目的」の分かる一覧表を添付すること。

６．備品購入費等については、50万円以上の物品を購入したことが分かる証拠書類（領収書など）を添付すること。

７．委託料等については、支出金額の分かる証拠書類（契約書等）を添付すること。
８．支払いを証明する書類（領収書等）の写しを添付すること。

９．交付申請額を上段に（　）書で記載すること。
別紙４
附帯事務費明細書
(単位：千円)
	費　目
	科　目
	金　額
	積　算　内　訳
	使　　途

	旅　　費
	
	（　　）

	一覧表を添付すること（注４参照）

	庁　　費
	
	（　　）
	
	

	合　計
	
	（　　）


	


(注)

１．作成にあたっては、（別表）科目別使途内訳を参考にすること。

２．積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出についての積算の内訳の概要を詳細に記載すること。
３．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。

４．旅費については、「氏名」、「期間」、「金額」、「行先」、「目的」の分かる一覧表を添付すること。

５．庁費については、内容に応じて以下の書類を添付すること。
　　（賃金）　　：「氏名」、「勤務日数」、「金額」、「目的」の分かる勤務時間管理簿の写し
及び雇用契約書・労働条件通知書の写し

（報償費）　：「氏名」、「期日」、「金額」、「目的」の分かる一覧表

　　（委託料）　：支出金額の分かる証拠書類（契約書等）

　　（会場借上）：「期日」、「場所」、「金額」、「目的」の分かる一覧表
６．支払いを証明する書類（領収書等）の写しを添付すること。
７．交付申請額を上段に（　）書で記載すること。
別紙６
残　存　物　件　調　書
	取　得

事　業

年　度
	事　業

区　分
	品　目
	商標名
型　式
製　造
番号等
	単　位
	員　数
	単　価
	取　得

価　格
	取　得

年月日
	経　過

年　数
	耐　用

年　数
	残　存

価格率
	残　存

価　格
	備　考

	
	
	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）
　１．当該年度取得分と過年度より引継ぎ使用分に分けて記載すること。
　２．備品で，かつ耐用年数の満了していないものを記載すること。
　３．単独費用（補助対象外）で取得したものは記載を要しない。
　４．事業区分欄には，取得に係る事業名を記載すること。

1

